平成１６年度　２級建築士試験　学科試験問題

〔 建築法規 〕

【ＮＯ．１】

　用語に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　床が地盤面下にある階で、床面から地盤面までの高さがその階の天井の高さの１／３以上の

　　　ものは、「地階」である。
　２　建築物に設ける避雷針は、「建築設備」である。

　３　鉄道のプラットホームの上家は、「建築物」である。
　４　建築物に関する工事を請負契約によらないで自らその工事をする者は、「建築主」である。
　５　テレビスタジオの用途に供する建築物は、「特殊建築物」である。
【ＮＯ．２】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、指定確認検査機関による確認又は検査の引受けは考慮しないものとする。
　１　完了検査申請書は、建築主が建築主事に提出する。
　２　確認申請書は、設計者が建築主事に提出する。
　３　建築物を除却しようとする旨の届出は、当該建築物の除却の工事を施工する者が、原則として、

　　　建築主事を経由して、都道府県知事に行う。
　４　建築物の定期報告は、当該建築物の所有者(所有者と管理者が異なる場合においては、管理者)
　　　が特定行政庁に行う。
　５　道路の位置の指定の申請書は、当該道を築造しようとする者が特定行政庁に提出する。
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【ＮＯ．３】

　図のような建築物の建築面積として、建築基準法上、

正しいものは、次のうちどれか。ただし、国土交通大臣が

高い開放性を有すると認めて指定する構造の部分はない

ものとする。

　１　　 95m2

　２　　105m2

　３　　l20m2

　４　　130m2
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　５　　140m2

【ＮＯ．４】

　次の行為のうち、建築基準法上、全国どの場所においても、確認済証の交付を受ける必要があるものはどれか。
　１　木造2階建、高さ8m、延べ面積150m2の一戸建住宅から美術館への用途変更
　２　木造2階建、高さ8m、延べ面積300m2の事務所の新築
　３　鉄骨造、高さ7mの高架水槽の築造
　４　鉄骨造平家建、延べ面積90m2の自動車修理工場の新築
　５　鉄筋コンクリート造平家建、延べ面積200m2の一戸建住宅の大規模の模様替
【ＮＯ．５】

　張り間方向に図のような断面(けた行方向には同一とする。)を有する居室の天井の高さを算定する場合、建築基準法上、その高さとして、正しいものは、次のうちどれか。
　１　　2.5m
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　２　　3.0m

　３　　3.3m

　４　　3.5m

　５　　4.0m

【ＮＯ．６】

　2階の居室の床面積の合計が210m2である地上2階建共同住宅において、高さが3.2mの共用の屋外階段を直階段として、次のように設計した場合、建築基準法に適合しないものはどれか。
　１　けあげの寸法を、21cmとした。
　２　踏面の寸法を、25cmとした。
　３　階段の幅を95cmとした。
　４　高さ1.6mの位置に、踊場を設けた。
　５　踊場の踏幅を、120cmとした。
【ＮＯ．７】

　共同住宅の一般構造に関する次の記述のうち、建築基準法に適合しないものはどれか。
　１　各戸に設ける便所の天井の高さを、2mとした。
　２　地階の居室には、所定のからぼりに面した開口部を設けた。
　３　各戸の界壁の構造は、空隙のない遮音上有効なものとしたので、その界壁を天井面までとした。
　４　高さ80cmの階段には、手すりを設けなかった。
　５　最下階の居室の床が木造である場合における外壁の床下部分には、壁の長さ4mごとに、面積

　　　300cm2の換気孔を設けた。

【ＮＯ．８】

　建築設備に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、エレベーターは、特殊な構造又は使用形態ではないものとする。
　１　合併処理浄化槽は、満水して24時間以上漏水しないことを確かめなければならない。
　２　居室を有する建築物は、その居室内において、ホルムアルデヒドの発散による衛生上の支障が

　　　ないよう、原則として、所定の換気設備を設けなければならない。
　３　建築物に設ける給湯設備には、有効な安全装置を設けなければならない。
　４　エレベーターの機械室における床面から天井又ははりの下端までの垂直距離は、エレベーター

　　　のかどの定格速度が毎分50mの場合、2.Om以上としなければならない。
　５　乗用エレベーターには、停電の場合においても、床面で0.1ルクス以上の照度を確保すること

　　　ができる照明装置を設けなければならない。
【ＮＯ．９】

　鉄骨造平家建、延べ面積150m2の建築物に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、限界耐力計算等による安全性の確認は行わないものとする。
　１　ボルトの相互間の中心距離は、その径の2.5倍以上としなければならない。
　２　構造耐力上主要な部分である柱の脚部は、滑節構造である場合を除き、基礎に緊結しなければ

　　　ならない。
　３　構造耐力上主要な部分である柱における圧縮材の有効細長比は、250以下としなければなら

　　　ない。
　４　ボルトの径が20mm未満である場合、ボルト孔の径は、ボルトの径より1mmを超えて大きくして

　　　はならない。
　５　鋳鉄は、引張り応力が生ずる構造耐力上主要な部分には、使用してはならない。
【ＮＯ．１０】

　構造強度に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、限界耐力計算等による安全性の確認は行わないものとする。
　１　構造計算を行う場合において、積雪荷重は、原則として、積雪の単位荷重に屋根の水平投影

　　　面積及びその地方における垂直積雪量を乗じて計算しなければならない。
　２　構造計算を行う場合において、建築物に作用する風圧力は、速度圧に風力係数を乗じて計算し

　　　なければならない。
　３　木造2階建、延べ面積120m2の一戸建住宅において、はりの中央部附近の下側には、耐力上支障

　　　のある欠込みをしてはならない。
　４　木造2階建、延べ面積120m2の一戸建住宅において、構造耐力上主要な部分に使用する木材の

　　　品質は、節、腐れ、繊維の傾斜、丸身等による耐力上の欠点がないものでなければならない。
　５　鉄筋コンクリート造平家建、延べ面積120m2の一戸建住宅において、鉄筋に対するコンクリー

　　　トのかぶり厚さは、直接土に接する柱にあっては3cm以上としなければならない。
【ＮＯ．１１】

　建築物の防火区画、間仕切壁等に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。ただし、耐火性能検証法、防火区画検証法、階避難安全検証法及び全館避難安全検証法による安全性の確認は行わないものとする。
　１　給水管が共同住宅の各戸の界壁を貫通する場合においては、当該管と界壁とのすき間をモルタ

　　　ルその他の不燃材料で埋めなければならない。
　２　建築面積が250m2の共同住宅の小屋組が木造である場合においては、原則として、けた行間隔

　　　12m以内ごとに小屋裏に準耐火構造の隔壁を設けなければならない。
　３　主要構造部を準耐火構造とした3階建の事務所においては、階段の部分とその他の部分とを

　　　防火区画しなくてもよい。
　４　1階の一部を歯科診療所、その他の部分を事務所の用途に供する3階建の建築物においては、

　　　歯科診療所の部分とその他の部分とを防火区画しなければならない。
　５　患者の収容施設を有しない診療所においては、防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とし、小屋

　　　裏又は天井裏に達せしめなければならない。
【ＮＯ．１２】

　準防火地域内に新築する2階建、延べ面積500m2の物品販売業を営む店舗(2階部分の店舗の床面積の合計200m2)に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。ただし、居室は、所定の「窓その他の開口部を有しない居室」には該当しないものとする。また、耐火性能検証法、防火区画検証法、階避難安全検証法及び全館避難安全検証法による安全性の確認は行わないものとする。

　１　耐火建築物又は準耐火建築物としなければならない。
　２　排煙設備を設けなければならない。
　３　避難階が1階の場合には、2以上の直通階段を設けなければならない。
　４　居室には、原則として、非常用の照明装置を設けなければならない。
　５　避難階に設ける屋外への出口の幅の合計は、床面積が最大の階における床面積100m2につき

　　　60cmの割合で計算した数値以上としなければならない。
【ＮＯ．１３】

　避難施設等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、耐火性能検証法、防火区画検証法、階避難安全検証法及び全館避難安全検証法による安全性の確認は行わないものとする。
　１　集会場における客席からの出口の戸は、内開きとしてはならない。
　２　木造の学校は、床面積に応じて、建築基準法第35条の2の規定による内装制限を受ける。
　３　病院における患者用の廊下で、両側に居室があるものの幅は、1.6m以上としなければならない。
　４　非常用エレベーターを設置している建築物には、非常用の進入口を設けなくてもよい。
　５　排煙設備を設けなければならない建築物において、排煙設備の排煙口及び風道は、不燃材料で

　　　造らなければならない。
【ＮＯ．１４】

　都市計画区域内における道路等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、特定行政庁による道路幅員に関する区域の指定はないものとする。
　１　建築基準法第3章の規定が適用されるに至った際現に存在する幅員4mの私道は、建築基準法上

　　　の道路である。
　２　建築基準法第3章の規定が適用されるに至った際現に建築物が立ち並んでいる幅員4m未満の道

　　　で、特定行政庁の指定したものは、建築基準法上の道路とみなされる。
　３　特定行政庁は、私道の変更又は廃止を禁止し、又は制限することができる。
　４　災害があった場合において建築する郵便局、官公署等の応急仮設建築物の敷地であっても、

　　　道路に2m以上接しなければならない。
　５　敷地の周囲に広い空地を有する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上

　　　支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したものの敷地は、道路に2m以上接しなくて

　　　もよい。
【ＮＯ．１５】

　次の建築物のうち、建築基準法上、新築してはならないものはどれか。ただし、特定行政庁の許可は受けないものとする。
　１　第一種低層住居専用地域内の教会
　２　第一種中高層住居専用地域内の老人福祉センター
　３　第二種住居地域内のぱちんこ屋
　４　準工業地域内のキャバレー
　５　工業専用地域内のゴルフ練習場
【ＮＯ．１６】

　図のような敷地において、建築基準法上、新築することができる建築物は、次のうちどれか。ただし、特定行政庁の許可は受けないものとする。
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　１　映画館
　２　料理店
　３　マージヤン屋
　４　専修学校
　５　倉庫業を営む倉庫
【ＮＯ．１７】
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　図のような敷地において、建築基準法上、新築することができる事務所の建築面積の最高限度は、次のうちどれか。ただし、図に記載されているものを除き、地域、地区等及ぴ特定行政庁の指定等はないものとする。
　１　　l74m2

　２　　180m2

　３　　214m2

　４　　232m2

　５　　240m2

【ＮＯ．１８】

　図のような敷地において、建築基準法上、新築することができる建築物の延べ面積の最高限度は、次のうちどれか。ただし、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとし、建築物には、共同住宅、自動車車庫等の用途に供する部分及び地階はないものとする。
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　１　　240m2

　２　　270m2

　３　　378m2

　４　　450m2

　５　　540m2

【ＮＯ．１９】

　都市計画区域内における建築物の延べ面積(容積率の算定の基礎となるもの)、容積率、建ぺい率等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、特定行政庁の指定等はないものとする。
　１　共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分の床面積は、原則として、延べ面積には算入

　　　しない。
　２　傾斜地に建つ住宅において、地階における住宅の用途に供する部分の床面積を延べ面積に算入

　　　しない場合の地階の基準となる地盤面は、建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が1mを

　　　超える場合においては、その高低差1m以内ごとの平均の高さにおける水平面をいう。
　３　建築物の自動車車庫等の用途に供する部分の床面積は、原則として、当該建築物の各階の床

　　　面積の合計の１／５を限度として延べ面積には算入しない。
　４　第一種住居地域内の共同住宅で、その敷地内に政令で定める規模以上の所定の空地を有し、

　　　かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上である場合、当該地域に関する都市計画において

　　　定められた容積率の1.5倍以下で所定の方法により算出した数値を容積率とみなして、容積率

　　　の制限が適用される。
　５　5商業地域内において、建築物の敷地が防火地域の内外にわたる場合、その敷地内の建築物の

　　　全部が耐火建築物であるときは、建ぺい率の制限を受けない。
【ＮＯ．２０】
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　図のような建築物を新築する場合、建築基準法上、A点における地盤面からの建築物の高さの最高限度は、次のうちどれか。ただし、敷地は平坦で、敷地、隣地及び道路の相互間の高低差並びに門及び塀はなく、また、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとし、日影による中高層の建築物の高さの制限及び建築基準法第56条第7項の規定(天空率)は考慮しないものとする。なお、建築物は、ポーチ(高さ3m)を除き、すべての部分において、高さの最高限度まで建築されるものとする。

　１　　13,75m

　２　　16.25m

　３　　16.50m

　４　　17.50m

　５　　18.75m

【ＮＯ．２１】

　中高層建築物の日影規制に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　第一種中高層住居専用地域内にある高さが10mを超える建築物は、平均地盤面からの高さ1.5m
　　　又は4mのうちから地方公共団体が条例で指定する水平面に生じる日影について規制する。
　２　建築物の敷地が幅員10mを超える道路に接する場合においては、当該道路の反対側の境界線

　　　から当該敷地の側に水平距離5mの線を敷地境界線とみなして、日影規制を適用する。
　３　同一の敷地内に2以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみなし

　　　て、日影規制を適用する。
　４　建築物の敷地の平均地盤面が隣地の地盤面よりlm以上低い場合においては、当該平均地盤面は、

　　　当該高低差からlmを減じたものの１／２だけ高い位置にあるものとみなして、日影規制を適用　　　する。
　５　日影規制の対象区域外にある高さが10mを超える建築物で、冬至日において、対象区域内の

　　　土地に日影を生じさせるものは、当該対象区域内じある建築物とみなして、日影規制を適用

　　　する。
【ＮＯ．２２】

　防火地域又は準防火地域内の建築物等に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。
　１　防火地域内においては、高さ5mの広告塔は、その主要な部分を準不燃材料で造り、又はおおわ

　　　なければならない。
　２　準防火地域内においては、木造建築物等は、その外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分を

　　　準耐火構造としなければならない。
　３　準防火地域内においては、3階建、延べ面積400m2の集会場(客席の床面積200m2)は、耐火建築

　　　物又は準耐火建築物としなければならない。
　４　準防火地域内においては、外壁が準耐火構造の建築物は、その外壁を隣地境界線に接して設け

　　　ることができる。
　５　防火地域内においては、建築物に附属する高さ2mの門は、木造とすることができる。

【ＮＯ．２３】

　次の規定のうち、建築基準法上、都市計画区域及び準都市計画区域内に限り、適用されるものはどれか。
　１　居室の採光及び換気に関する規定
　２　工事現場の危害の防止に関する規定
　３　道路内の建築制限に関する規定
　４　敷地の衛生及び安全に関する規定
　５　特殊建築物等の内装に関する規定
【ＮＯ．２４】

　木造建築物に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。
　１　2階建、延べ面積320m2の診療所を新築する場合、消防法上、原則として、自動火災報知設備を

　　　設置しなければならない。
　２　2階建、延べ面積120m2の一戸建住宅を新築する場合、建設業法上、建設業の許可を受けなくて

　　　も当該工事を請け負うことを営業とすることができる。
　３　都市計画施設の区域内において、2階建の事務所を新築する場合、都市計画法上、原則として、

　　　都道府県知事の許可を受けなければならない。
　４　3階建、軒の高さ9.2mの共同住宅を新築する場合、建築士法上、二級建築士がその設計をする

　　　ことができる。
　５　3階建、軒の高さ9.2mの一戸建住宅を新築する場合、建築基準法上、原則として、工事期間中、

　　　工事現場の周囲にその地盤面からの高さが1.8m以上の板塀等の仮囲いを設けなければならない。
【ＮＯ．２５】

　次の記述のうち、誤っているものはどれか。
　１　高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律上、寄宿舎は

　　　「特定建築物」である。
　２　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律上、コンクリートは、「特定建設資材」である。
　３　住宅の品質確保の促進等に関する法律上、建設工事の完了の日から起算して2年を経過した

　　　もので、まだ人の居住の用に供したことのないものは、「新築住宅」である。
　４　宅地造成等規制法上、宅地以外の土地を宅地にするために行なう切土であって、当該切土を

　　　した土地の部分に高さが3mのがけを生ずることとなるものは、「宅地造成」である。
　５　都市計画法上、消防の用に供する貯水施設は、「公共施設」である。
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